


 

 

はじめに 

 

私たち、畜種横断の畜産生産者の団体「全日畜」は、令和２年度より日本中央

競馬会畜産振興事業として「自然災害に強い畜産経営の実現調査事業」を実施し

て参りました。 

この事業は、近年地震、⼤⾬、洪⽔、暴風など、畜産経営が脅かされるような

自然災害がたびたび発生していることを踏まえて、畜産経営の生産現場の実情

等を調査し、災害への備えを考察することで、自然災害に強い畜産経営の実現に

資することを目的としています。 

本書は、この事業の一環として、令和４年２⽉１⽇（⽕）に、２年間の実態調

査の結果報告を主題に開催した「全日畜セミナー（自然災害に強い畜産経営を目

指して）」の概要を整理した「速報レポート」です。多くのみなさんにご覧いた

だき、喫緊の課題である、畜産経営における自然災害への対応の一助となれば幸

いです。 

 

令和４年３月 

一般社団法人 全日本畜産経営者協会 

（全日畜） 

 

 

※この「速報レポート」は、全⽇畜ホームページの「資料室」にも掲載いたします。

併せてご活用ください。 

 

※今回の全日畜セミナーは、新型コロナウイルスの感染症拡大により、参加者数が制

約されたことから、今後、全日畜ホームページで「全日畜セミナー（自然災害に強

い畜産経営を目指して）［Web 版］」の掲載を予定しています。併せてご活用くださ

い。 
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　 畜産経営者のための自然災害危機管理マニュアル

　講 師 有限会社　高秀牧場　　（酪農経営）

代表取締役　 髙　橋　憲　二　　氏

２　会 場 等

１　開催日等

ホテル メルパルク TOKYO    （3F 百合）

（東京都港区芝公園 2-5-20   TEL 03-3433-7212）

　演 題

　講 師 環境学博士　 松　原　英　治　　氏

　　（一般社団法人 全日本畜産経営者協会　専門員）

　概 要 畜産経営に甚大な被害を与えた自然災害への対策として過
去２年間のワークショップでの事例紹介等から自然災害危
機管理マニュアル案をまとめたので報告します。    講師　松 原 英 治　氏

　演 題

　概 要

有限会社　サンファーム　　（採卵鶏経営）

代表取締役　 林　　共　和　　氏

台風は9月9日 5:00にピークとなった。日記のように書き
留めたメモを基に台風直撃の状況を報告。３日間の停電、
電力確保の重要性、成鶏と幼鶏の大量斃死など。

  「全日畜セミナー」 の概要

令和4年2月1日（火）　13:30 ～ 16:00

  「自然災害に強い畜産経営を目指して」

一般社団法人全日本畜産経営者協会（全日畜）は、日本中央競馬会の畜産振興事業
として「自然災害に強い畜産経営の実現調査事業」を実施して参りました。この度、
２年間の調査事業を取りまとめるにあたり全日畜セミナーを開催し、会場で全国の畜
産経営者の皆さんにご協力をいただいた実態調査を基に意見交換を行います。なお、
コロナ対策のため定員制・参加者登録制にご理解とご協力をお願いいたします。

「全日畜セミナー」のご案内

令和元年に房総半島を襲った台風15号で学んだこと

畜産経営者へのアンケート調査結果

　講 師

　演 題 関東に上陸した令和元年房総台風で５日間の停電を経験

    講師　林　 共 和　氏

技術士（農業部門）  神　谷　康　雄　　氏

　　（一般社団法人 全日本畜産経営者協会　専門員）

　概 要 畜産経営者457人へのアンケート調査結果からみた、自然
災害の発生状況。今後の防災対応、及び防災と災害発生後
の対応における課題について報告します。　  講師　神 谷 康 雄　氏

　概 要 これまで経験したことのない強さの台風15号の襲来。牛
舎、堆肥舎、倉庫の破損や、出荷先の機能不全で生乳破棄
を経験。被災からの復旧体験までを報告。　  講師　髙 橋 憲 二　氏

　演 題

　講 師

災害パトロール隊
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全日畜セミナー「自然災害に強い畜産経営を目指して」（概要・開会） 

 

概要 

 

（セミナーの会場風景から） 

 

     日 時    令和４年２月１日  13:30 〜 16:00 

     場 所    ホテルメルパルク TOKYO （３F 百合） 

     構 成      ① 開会 

② 第一部 （講演会） 

（休憩）  

③ 第二部 （意⾒交換会） 

④ 閉会 

 

開会 

・全日畜の 鈴⽊⼀郎 常務理事のあいさつで開会 

 

（要旨） 

全日畜がこれまで４件実施した JRA 助成の調査事

業はすべて畜産経営者の喫緊の課題がテーマ。今

日のセミナーは調査終盤を迎えた「自然災害への

対応」がテーマ。活発な意⾒交換をお願いしたい。 

（セミナーで開会挨拶の鈴⽊常務理事） 
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［第一部 講演会］ 

 

講演① 

 

演題  関東に上陸した令和元年房総台風で５日間の停電を経験 

 

講師  有限会社 高秀牧場 

代表取締役   髙 橋 憲 二  氏 

 

 

 

（施設を破壊した経験したことない暴風「命の危険を感じた」と説明） 
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第一部（講演会から） 

 

講演 ①  

 

演 題 ︓ 関東に上陸した令和元年房総台風で５⽇間の停電を経験 

講 師 ︓ 有限会社 高秀牧場 代表取締役  髙橋憲二 氏 

 

（要旨） 

１ 牧場の経営概要 

・千葉県いすみ市において、酪農 150 頭（経産牛 96 頭、育成牛 54 頭）規模で地域資源循環型

酪農経営を実践している。 

・労働⼒は、経営主、妻、⻑男、⻑⼥、雇⽤常勤４名、パート５名。 

・飼料基盤は、⾃⼰有地の飼料畑15ha、耕畜連携により飼料⽤稲作100ha（うち飼料⽤⽶30ha、

稲WCS70ha)で、飼料⾃給率は70%以上を達成。 

・平成 24年４月にチーズ製造工場、平成 28年 6⽉にはミルク⼯房も⽴ち上げ、6 次化を実現

している。 

 

２ 被災の概要 

・平成元年に関東東⽅房総半島を中⼼に⼤きな被害をもたらした台風 15 号により被災。牧場の

牛舎、堆肥舎、倉庫などの施設が損壊した。 

・停電及び断水が 5 日間続いた。幸い容量に余裕を持った 150kVA の自家発電機を装備してい

たので搾乳、飼料配合などの作業はできた。しかし、クーラーステーションが停電により稼

働しなかったため 3 日分の生乳を廃棄した。4 ⽇目以降は、⽣乳を県外の処理施設に運搬し

た。 

・チーズ⼯房、ミルク⼯房も、⾃家発電機の装備で、停電中も電⼒供給ができたので被害は最⼩

限に抑えられた。 

・隣の酪農場は、自家発電機を装備していなかったため、停電で搾乳、給水が出来ず、小型の発

電機を貸与した。しかし、隣家の⽜舎は電気配線が⾃家発電機切替⽤になっていなかったの

で、稼働させるまで 2 日間を要した。 

・生乳は８銭/Kg を積⽴して基⾦を設⽴しており、千葉県全体で 2 億円の積⽴⾦があった。廃

棄した生乳はそれにより補填してもらった。 

・千葉県全域の乳業⼯場が停電により操業停⽌した。本来の出荷先である「古谷乳業」は、製造

ラインに牛乳が残っていたので、停電により牛乳が腐敗し、出荷再開に 1 ヵ月を要した。 
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３ 被災から学んだ教訓 

・酪農家同⼠で協⼒し合うことが重要で、非常時こそ助け合う。非常時の備えと危機管理を充

実すべきと考えている。 

・東日本大震災を経験したことから、通常 40kVA で施設全体を稼働させることが可能である

が、発電容量に余裕を持った 150kVA の自家発電機を装備していた。このため、搾乳、飼料

配合、生乳加工施設などの作業は可能であった。自家発電機の装備は余裕をもっておくこと

が必要である。 

・被害額は莫⼤であったが、積⽴基⾦による補償があった。災害に備えた共済など保険加⼊も

必須と認識した。 

・年に１回は防災訓練を⾏って、自家発電機は毎日稼働させて問題ないかチェックしている。

こうした日頃からの防災訓練は⼤切である。 
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［第一部 講演会］ 

 

講演② 

 

演題  令和元年に房総半島を襲った台風 15 号で学んだこと 

 

講師  有限会社 サンファーム 

代表取締役   林   共 和  氏 

 

 

 

（夏場の電⼒喪失で鶏舎内は高温多湿、⼤量のヒナと成鶏が斃死、と説明） 
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第一部（講演会から） 

 

講演 ②  

 

演 題 ︓ 令和元年に房総半島を襲った台風 15 号で学んだこと 

講 師 ︓ 有限会社 サンファーム 代表取締役  林 共和 氏 

 

（要旨） 

１ 牧場の経営概要 

・千葉県匝瑳市において、採卵鶏 288 千羽規模の養鶏経営をしている。GP センターを有し、

環境と調和した鶏にも⼈にも優しい最新システムを装備した鶏舎で卵を⽣産。経営従事者は、

常勤役員等３名、雇用 12 名。 

・飼料として飼料⽤⽶も給与して「コメ卵」のブランド化を実現し、直売所も有している。 

 

２ 被災の概要 

・令和元年 9 月の台風 15 号により被災。台風 15 号に備え、９⽉８⽇には場内を点検・整理

し、飛ばされそうな台⾞などは屋内に⼊れた。しかし、トタン屋根が飛んでくるなど、外には

出るに出られなかった。今まで経験したことがない風が吹いた。 

・施設の被害としては、堆肥舎の屋根が飛び、鶏糞を腐敗させることになった。 

・当場は、停電による電源喪失期間が⻑かったことから大きな被害を出した。まず育成農場か

ら停電となり、発電機が始動し、その後順次、発電機が稼働し始めた。 

・その後、６⽇令のヒナの鶏舎にかけつけた。発電機の始動に失敗し、予備を頼み、再始動させ

た。⾃動的に扉が開き、しばらく風⾬が吹き込み、ヒナがやられた。発電機で換気を⾏い、鶏

舎内の温度が上がるのを待った。しかし温度が上がっても、細菌に感染し、300 羽のヒナが

死んだ。 

・成鶏舎では発電機を回し続けるため、３時間に⼀度給油した。サンファームでは最低限の換

気だけ⾏った。 

・サンファームでは９月 10 日の朝６時ごろには発電機が止まっていた。１時間経過後外気を入

れたが、夏の温度帯での鶏舎内環境を初めて体感した。サウナと同じで、⼀瞬で汗びっしょ

りとなった。鶏の呼吸からの湿気が充満し、息苦しくなった。開けられる扉は全て開け、予備

の発電機で換気扇を回せたのは９時ごろで、３時間換気されなかったことになる。気温は

34℃まで上がっていた。鶏の移動後、３週間経っており、36,000 羽中、12,000 羽の親鶏が

死んだ。鶏舎は３棟あったので、全体で 36,000 羽が死んだ。 

・産卵が低下して、６割がひび卵となった。 
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・直売所も２週間停電して、冷蔵していた商品は廃棄処分した。 

・燃料は知り合いからの⽀援により確保できた。飼料メーカーの支援など申し出もあったが、

死鶏の搬出は従業員で対応した。 

・千葉県の農業協会養鶏部会のグループラインには助けられた。SNS でつながり、情報交換が

できた。 

・北海道の胆振東部地震の影響から、発電機の⼊⼿が困難で、2019年の ALIC の補正予算でや

っと発電機導入事業に参加できた。しかし、承認が得られたのが、2020年８⽉下旬のため、

本格的な工事は難しく、仮設置でしのいだ。 

・そうした状況で、2020年冬期から電設⼯事を開始したが、2021年２⽉に鳥インフルエンザ

被害が発生してダブルの災害に⾒舞われ、電気設備工事の中断を余儀なくされた。そして、

ようやく 2021年 10 月に動⼒のバックアップ⼯事が完了した。11 月に電灯用スコットトラ

ンスによるバックアップも完了し、ようやく復興への兆しが⾒えてきた。 

 

３ 被災から学んだ教訓 

・ウインドレス鶏舎における電源喪失によるダメージの大きさを身に染みて感じた。発電機は

予備を装備しておく必要がある。出⼒の６割程度で運転可能な⼤きな容量の発電機を装備し

ておくべき。⻑時間の停電に備え、発電機の燃料備蓄も必要。 

・災害時の近隣住⺠との付き合いの重要性を再認識した。縁故、地元業者との常時取引が⼤切。

また、飼料メーカー、機械メーカー、雛供給元など資機材の取引先からの人的応援などいた

だき、日頃の⼈間関係が⼤切と再認識した。 

・災害時の情報交換の重要性を肌で感じた。千葉県の農業協会養鶏部会のグループラインで情

報交換の重要性を認識した。電話回線が不調時に写真や動画での情報共有が出来た。マスコ

ミや⾏政との情報共有の必要性も認識した。 

・災害対応における支援の迅速性に課題があると感じている。国などからの助成事業の承認が

1年くらいかかった。 
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［第一部 講演会］ 

 

講演③ 

 

演題  畜産経営者へのアンケート調査結果 

 

講師  技術士（農業部門） 

全日畜 専門員   神 谷 康 雄  氏 

 

 

 

（回答の農場所在地は災害多発地で防災対応のマニュアルを渇望、と説明） 
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第一部（講演会から） 

 

講演 ③  

 

演 題 ︓ 畜産経営者へのアンケート調査結果 

講 師 ︓ （一社）全日本畜産経営者協会 専門員  神谷康雄 氏 

 

（要旨） 

・2020年、自然災害の実態を把握するため、アンケート調査を実施した。調査対象は、全国・全

畜種（乳⽤⽜、⾁⽤⽜、豚、採卵鶏、ブロイラー）の畜産経営体。アンケートが回収できた経営

体数は、459 経営体（２経営体は無効であり、有効回収数 457 経営体）であった。アンケート

の事業回収目標数は 500経営体であり、目標達成率は 92 %であった。 

・有効回収数 457経営体の営農類型は、酪農 112、肉用牛 104、養豚 92、採卵鶏 94、ブロイラ

ー26、酪農・⾁⽤⽜ 22、⾁⽤⽜・養豚４、⾁⽤⽜・採卵鶏１、採卵鶏・ブロイラー２となった。 

・自然災害の発生状況については、過去 10年間に発⽣した⾃然災害に被災したか、被災しなかっ

たか聞いたところ、「被災あり」が 75 %、「被災なし」が 25 %であった。回答者の農場所在別

にみると、北海道、東北、関東、九州・沖縄の回答者の 70 %以上が被災している。被災の有無

を畜種別にみると、「ブロイラー経営」の 86 %が被災しており、被災した経営体が最も多かっ

た。「ブロイラー経営」に続き、「採卵鶏経営」が 79 %、「酪農経営」が 74 %、「肉用牛経営」

が 73 %の順で被災が多い結果となった。 

・自然災害を気象災害と地震災害に分け、被災回数を聞いたところ、88 %が「気象災害」、53 %

が「地震災害」と回答している。被災回数については、「気象災害」が平均 3.1 回、「地震災害」

が平均 1.1 回となった。気象災害と地震災害の両方に被災した経営体は、332 経営体のうち、

136 経営体と 41%を占めている。 

・自然災害の内容をみると、「停電」、「畜舎倒壊・損壊」、「畜産施設倒壊・損壊」、「断水」、「家畜

の斃死」、「有線・無線の通信回線不通」、「道路寸断」などが多くなった。災害内容では、気象災

害、地震災害による「停電」被害が多い結果となった。 

・被災後の対応をみると、「被害状況の確認」、「発電機の手配」、「従業員の安否確認」が上位とな

っている。災害内容の最上位にきていた「停電」に対応する「発電機の手配」は第２位であっ

た。これは、昨今の畜産経営におけるハード、ソフトの諸施設の電源喪失は、家畜への致命的な

被害に結び付くので、経営者は率先して取り組まなければならない対策であることを裏付けて
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いる。 

・被災の被害額についてみると、被害額の大きい項目では、「畜舎」や「その他畜産施設」の倒壊・

損壊が多く、畜産経営の規模拡大に伴い、畜舎などへの投資が大きくなっており、災害による

被害額も大きくなっている。注視しなければならないのは、「家畜の斃死」による損害額である。

百万円未満の損害が最も多いが、百万〜1 千万円未満が 12 %、1千万〜1 億円未満が９%とな

っている。1 億円以上の被害を受けた経営体も 0.3 %ある。規模拡大にともなう飼養頭羽数の

増加で、家畜の斃死による被害額が大きくなっている。 

・保険への加入状況については、全日畜の生産者は飼養規模も大きく、「損害保険への加入」は 57%、

「共済保険への加入」は 40%と、⽐較的多くの経営者が保険に加⼊している。これは、近年の

⾃然災害の多発に備えた、畜産経営体の危機意識が⾼まっている結果と⾔える。しかし、「損害

保険未加入」が 17%、「共済保険未加入」が 15%ほどあり、保険加入への普及・啓発が必要で

ある。 

・今後の優先度の⾼い防災対策は、「発電機設置」、「畜産施設の耐震・耐暴風・耐積雪構造」、「燃

料備蓄」、「給⽔確保」、「飼料の確保ルート」、「発電機リース」の順であった。これらは、畜産経

営における防災対策の最優先事項である。 

・防災対応の課題は、「連携が脆弱なこと」及び「マニュアル未作成」が課題の上位に来ている。

⾃然災害は、広域、多岐にわたり、対応する省庁は複数になることから、内閣府に内閣総理⼤⾂

を会⻑とし、国務⼤⾂等を委員とする中央防災会議が設置されており、⼀元的に対応する体制

をとっているが、その機動性の発揮に課題のあることが分かった。災害発生後の対応の課題は、

「⼿続きの簡略化」が最も多い回答となった。 

・以上をまとめると、 

① 回答をいたいだ経営体の農場所在地は、畜産主産地であるとともに、近年、地震や気象災害

が発生した災害多発地にある。 

② 災害内容では、気象災害、地震災害による「停電」被害が多い。畜種では、豚、鶏の中小家

畜の被害が多い。 

③ 優先度の⾼い防災対策は、「発電機設置」、「畜産施設の耐震・耐暴風・耐積雪構造」、「燃料

備蓄」、「給⽔確保」、「飼料の確保ルート」、「発電機リース」の順序で、発電機の準備が最優

先。 

④ 生産者は、防災対応のマニュアルを渇望している。 
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［第一部 講演会］ 

 

講演④ 

 

演題  畜産経営者のための自然災害危機管理マニュアル 

 

講師  環境学博士 

全日畜 専門員   松 原 英 治  氏 

 

 

 

（災害体験を災害前、災害時、災害後の対策に整理、経営の参考にと説明） 
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第一部（講演会から） 

 

講演 ④  

 

演 題 ︓ 畜産経営者のための⾃然災害危機管理マニュアル 

講 師 ︓ （一社）全日本畜産経営者協会 専門員  松原英治 氏 

  

（要旨） 

・マニュアルの構成は、① 畜産業における近年の災害の状況、② リスクマネジメント、③ 事業

継続計画（BCP）、④ 畜産経営体の災害対策、⑤ 災害対策⽀援のための制度、⑥ 自然災害に対

するワークショップの結果・聞き取り調査結果、⑦ アンケート調査結果に分かれており、ここ

では①〜⑤までの概要を述べる。 

 

・畜産業における近年の災害は、過去 10年間と⽐べ、頻度、規模とも⼤きくなっている。これは

地球温暖化により⼤気中の⽔蒸気量が増加し、降⾬頻度はそれほど変化せずとも、降⾬強度が

増加していることが要因の一つで、今後軽減されることはないと覚悟すべきである。 

 

・将来の災害の深刻化に対し対応するため、国も積極的に取り組んでおり、中央防災会議では、防

災と事業継続の双⽅を推進するとしている。関係する各省は政府の施策をもとに担当分野で

様々な活動を⾏っており、たとえば国⼟交通省はハザードマップポータルサイトを⽴ち上げ、

内容を継続的に改善しているので、畜産経営者も是非活用していただきたい。 

 

・リスクマネジメントでは、通常は経営全般のリスクを対象とし、災害対策はその一部である。経

営全体のリスクを評価した後、限られた経営資源をどう振り向けるかということが課題である。

現状と問題点の評価結果をリスクマトリクスにまとめ、損失規模が⼤きく、発⽣頻度の⾼い課

題にはただちに対応する必要がある。保険は、発⽣頻度は低いが損失規模の⼤きいものに適用

するなど、柔軟な対応が求められる。 

 

・事業継続計画(BCP)は、原因から被害を想定し対策をとるという通常の方法ではなく、事業が中

断したという結果から、許容可能な中断を想定し、対策を講じるという、結果を出発点として

計画するものである。このため許容損失レベルと許容時間という２つの許容限界を設定する。 

 

・BCP は決して難しいものではなく、自らの経験を可視化（⾒える化）し、危機に対し⾃らの⾏

動を標準化するものである。BCP を組織内で共有することにより、災害による事業中断に茫然
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自失することなく、迅速に対応し、早期の復旧に向かうことができる。 

 

・農⽔省では、畜産版の BCP の簡易な作成⽅法を⽰しており、これを⾃らの経営の BCP のイメ

ージの糸口としてもらいたい。BCP は、経営体構成員全員で共有し、実践する必要があるので、

経営者に次ぐポジションの人を責任者としてまとめる必要がある。高橋さんは経営を後継者に

譲って会⻑になると⾔われたが、まさに会⻑のような⼈が経営者の責務から離れて、将来の備

えのため BCP 作成の責任者となっていただきたい。 

 

・ワークショップでは、⾏政へ情報が届きにくい、⾏政から情報がこない、といった問題が指摘さ

れたが、農⽔省は MAFF アプリを導入し、双方向の情報交換に努めているので、災害対策の一

環としても是非活用されたい。 

 

・畜産経営体の具体的な災害対策について、釧路地域農業技術⽀援会議がまとめた震災対策⽤の

酪農経営の事例が整備されている。これは胆振東部地震の経験をもとにまとめられたもので、

他畜種、他の自然災害にも有効なので、本マニュアルではその主要部分を簡潔にまとめている。

畜産経営者の皆さんには BCP 作成の際に、活用願いたい。 

 

・災害対策⽀援のための制度には、多様なものがあるが、市町村が発⾏する罹災証明書がなけれ

ば何も進まない。災害により気が動転している中にあっても、頭の⽚隅で迅速な復旧を考えて

いただきたい。熊本地震の時、大規模採卵鶏の経営者が被災後の対応と相次ぐ余震の中、震災

５日目に被災写真を撮りまくり、震災後 1.5 カ⽉で罹災証明書の発⾏申請を⾏い、その後の迅

速な経営⽴て直しに成功した事例紹介があった。災害後の対策は時間との勝負であり、対応が

遅れれば、事業継続が遅れ、家族、従業員、取引先を含め、⻑期間苦しい思いをしなければなら

ない。 

 

・ワークショップの結果・聞き取り調査結果では、災害前、災害時、災害後の対策と今後の改善点

について、実際の災害経験ごとにまとめており、この内容についても BCP 作成時の参考として

いただきたい。 
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［第二部 意⾒交換会］ 

 

 

 

第⼆部（意⾒交換会）は、司会者を介して

講演を終えた講師４氏と会場参加者によ

る質疑応答等。 

 

第二部での、質疑応答等の概要は以下のと

おり。 

 

 

 

第二部の概要 

 

Q1（司会から） 

今回参加できなかった地方の参加予定者から「発電機」に係る質問がきています。３点あり、①皆

さんはこの被災の後、発電機をどうされたか（台数を増やしたか、能⼒をアップしたか、等）、②

発電機導⼊はリースか、買取か、③発電機導⼊後の管理について、コスト、施設管理の実態はいか

がか、という質問です。髙橋さんと林さんにお答えをお願います。 

 

A（髙橋） 

発電機は、東⽇本⼤震災の状況を⾒て、発電機がないと⼤変なことになると思い、導⼊を図った。

最初は 1/2補助付きの事業に申請したが、承認されなかった。このため自己負担で１台購入した。

これは 15,000時間使用したので、2021 年に同じ形式の新しい発電機を購⼊し、古いものはバッ

クアップ⽤に使⽤している。２台目の発電機は補助付きのリースである。発電機の管理では、エ

ンジンオイルを 5,000 時間ごとに交換するとされているが、半年に１度としている。古い発電機

はそのまま利⽤するのが⼼配なので、メーカーに頼んでオーバーホールしてもらった。 

 

A（林） 

発電機は災害前に２台⼊れていたが、非⼒であった。このため通常稼働が可能なように３台へ増

設し、容量を増加させた。これにより⾦額は嵩んだが、余裕ができた。台風により鶏舎を１ロット

失ったので、将来の損失を考えると先⾏投資はやむをえないと考えている。発電機の導⼊に当た

り、補正予算による補助が得られたので、グループ内で発電機を５台入れた。リースも検討した
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が、購⼊を選択した。発電機はグループ内に単純計算による料⾦で貸し出している。発電機は可

搬式で容量が⼤きいため、軽油タンク容量も⼤きい。年に１度、台風に備え⾃動・⼿動の操作、状

態管理、関東電気保安協会との契約による管理・⽀援などを⾏っている。購⼊元とは年間のメイ

ンテナンス契約を結んでいる。発電機は試験運転をしているが、燃料の劣化が⼼配なので、３〜

４カ⽉に１度抜き取って、⾞両等へ利⽤し、新しい軽油と⼊れ替えている。非常時に確実に使⽤

可能となるよう、パトライトをつけたり、通報システムを⼊れ、緊急停⽌、駆動の失敗、異常など

を自動で通報するようにしている。 

 

Q２（司会から） 

発電機の導入事業について、千葉県の基⾦協会（及び千葉県全⽇畜）では、生産者への導入のサポ

ートとしての実績があると聞いています。内田さん（関東甲越全⽇畜事務局⻑）にその辺の状況

等をお聞きしたいのですが、お願いします。 

 

A（内田） 

千葉県の配飼協では、ALICの補助事業により発電機を導⼊してきた。令和元年度は発電機はリー

スで借りていた。令和元年度にリースで発電機を借りた農家は 1/2 補助で、養豚経営体 11 ⼾、

リース総額 250万円で、うち半分を補助した。令和元年度の台風の経験から、令和２年、３年と

発電機の導⼊要望が急増した。令和２年は 1.5 億円、22⼾、39台を⼊れ、令和３年は 2,700 万

円で、９⼾、13 台を入れた。導入方法は買取方式で、養豚経営体に取扱い主体をつくってもらい、

一括で貸し付ける方式としている。リースか買取かについては、経営者の考え方に合わせて対応

している。発電機が必要になるのは台風シーズンの７〜９⽉なので、この時期に前もってリース

することを選択する経営体もあれば、すぐに使えるように買取を選択する経営体もある。どちら

がよいとはいえない。メンテでは、時々動かす必要がある。 

 

Q３（司会から） 

飼料メーカーの方からも、髙橋さん、林さんに質問がきています。災害発⽣時の飼料メーカーの

⽀援状況や今後飼料メーカーに期待する⽀援について教えていただきたいとのことです。お願い

します。 

 

A（林） 

災害の当⽇、飼料メーカー各社の営業担当者から安否確認、状況確認の連絡があったが、被災が

甚大で回答できなかったので、折り返し空いた時間に連絡した。空いている発電機がないか飼料

メーカーに問い合わせたが、あの状況では調べてもらっても空きが全くなかった。死鶏の運び出

しを手伝うと言ってもらい、ありがたい限りだったが、グループ内の野菜部門が人を出してくれ
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たので、自前で人数がそろった。申し出に感謝し、数⼈に来てもらい、最短で死鶏の処理を終える

ことができた。次にこのようなことがあった場合、飼料メーカーの申し出は助かる。⽻数が戻る

までの販売先の確保や原料の不⾜などへの対応など、もし必要なときにバックアップしてもらえ

ればありがたい。 

 

A（髙橋） 

台風時には飼料メーカーの⼯場も⽌まったが、飼料はぎりぎりで供給してもらった。台風など災

害が予想される時、⼯場が⽌まる危険性を考えて、前もって飼料を作り置きできれば良いと思う。

牛乳を出荷している古谷乳業では、災害の予報があれば、前もって清掃し、当日は工場を止める

対応をしている。 

房総半島台風の時、古谷乳業の工場は止まったが、反対側の地区には電気が来ており、そちらに

応急的につなぐことができれば助かったかもしれない。その他のことで、酪農では「水」が重要

で、発電機を近所の酪農家へ貸したため、井⼾からポンプで⽔をくみ上げることができなかった。

タンクは３⽇分の⽔を溜められるが、空になってしまった。役場に頼んで給⽔⾞を回してもらっ

たが、１頭当たり 20 ㍑以上の水を給与するのに１日がかりだった。近くに市の給水タンクがある

ので、そこにポンプを⼊れて回してもらうように要望したが、給⽔⾞で全住⺠に⽔を配る⽅式を

改めてもらえず、ポンプを⼊れてくれるまでに時間がかかった。夏場は、飼料よりも⽔のほうが

重要である。 

 

Q４（司会から） 

災害時の「地域での連携・協⼒」について、全国で５回開催したワークショップでも常に話題とな

っていました。第１回のワークショップップに参加された全日基の引地常務から、感想等をお願

いしたいと思います。お願いします。 

 

A（引地） 

私が参加した令和２年９⽉の千葉市での第１回ワークショップのときは、⾃⺠党の総裁選の最中

で、世の中で、自助、共助、公助という文言が使われていた。テーマの「自然災害」でも、まずは

⾃分、次に隣近所、そして役所という対応がイメージされ、会場でお話しした。災害にはモノの備

えと、ココロの備えが重要です。当時は、マニュアルによる対応は無理だろうと話した記憶があ

るが、本⽇のセミナーで反省した。災害への備えは、備えを⾏うことを命令するのではなく、⼼構

えを共有することだろう。 

林さん、髙橋さんはマニュアルの内容を実践されているが、そういうことに思いをはせない経営

者は多いと思う。マニュアルを作成し、これを参考に備えを確認、点検していくとしても、意識が

及ばなければ自分のものにならない。地域内で続けていかなければ備えは十分なものにならない
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と思うので、地域の組織、ディスカッションの機会を広げ、続けていくことが重要と思う。 

 

Q５（司会から） 

神谷さんから講演いただいた「アンケート調査」と、松原さんから講演いただいた「マニュアルの

作成」についても質問が寄せられています。時間の関係で個々にはお聞きできませんので、神谷

さん、松原さんから、担当して改めて感じたことなどを聞かせてください。 

 

A（神谷） 

本調査を通じ、条件不利地に災害が多いという印象であった。現在、JRA 事業により農畜連携調

査（別途全日畜が実施中の調査事業）を⾏っているが、畜産は国⼟保全上も重要な分野であり、畜

産の災害対策は国土保全に貢献すると思う。 

 

A（松原） 

ワークショップでは県から話を伺うことができたが、被災した市町村から報告を受けたのは、岩

手県の岩泉町だけであった。大変興味深かった。岩泉町は東日本大震災の経験から、地区ごとに

防災体制を整え、防災訓練を⾏い、結の組織を有効活⽤して、災害に備えている。感⼼させられ

た。台風 10号により大規模な豪雨災害を受けたが、もし防災体制がなかったら被害はより甚大で

あったと思う。引地さんから地域における防災の継続の話があったが、甚大な災害を受けた市町

村では⾼い意識をもって、防災に取り組んでいると思う。 

 

Q６（司会から） 

千葉県と埼⽟県の基⾦協会から、瓦井常務と渡辺常務にご参加いただきました。セミナーに参加

しての感想等をお話ししていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 

Ａ（瓦井） 

講師の皆さんの発表はいずれも貴重なものであった。BCP の話を聞いて、髙橋さん、林さんはす

でに実践されていると思った。松原さんに質問ですが、マニュアルには、一般的な畜産経営者が

取り組むこのできる具体的な BCPの作成手順が記載されているということでよいか（Ｑ７）。 

 

Ａ（松原 Ｑ７について） 

農⽔省の畜産 BCPの事例を紹介したが、これは最初にイメージする内容で、まずはこのレベルか

らはじめてもらいたい。災害体験を可視化し、経営体内で共有し、災害時の⾏動を経営体内で標

準化するのがBCPなので、マニュアルではその具体的な作成方法を７段階に分けて解説している。 
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Ａ（渡辺） 

災害対策のマニュアルは必要だが、100 ページではマニュアルといえないのではないか。災害時

は気が動転しているので、迅速に対応するにはポイントを絞り、役割分担を明確にする必要があ

る。簡単にまとめたものがマニュアルと思う。危機管理の優れた農場がある一方で、そうではな

い農場もある。そのような農場は災害時にはお⼿上げ状態になるので、いかに近隣で協⼒し合え

るかが重要である。電気、水道は重要インフラであり、災害に備えるべきである。髙橋さんは防災

訓練を⾏っているとのことだが、⽇頃のメンテナンス、防災訓練はいざという時に役に⽴つ。そ

のような備えに使えるマニュアルであればありがたい。 

 

Q８（司会から） 

すでに時間が超過しています。この辺で最後のお一人とさてください。推進委員会からご参加の、

岡野委員（日本草地畜産種子協会）に、今日のセミナー全般について、感想等をお願いします。 

 

Ａ（岡野） 

２年間推進委員をやらせていただいた。この間、コロナウィルスの感染拡⼤の中で、ワークショ

ップ、アンケート調査、マニュアル作成と事業を進め、まとめられたのには感服する。マニュアル

は現場で活⽤できるものとしていただきたい。準備、災害時対応、復旧といった概要、または詳細

を読み解くためのガイドブックのようなものが別にあればよい。ワークショップでの生の声も記

載されているので、畜産経営者に共有されるのが望ましい。 

 

（以上） 
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第⼆部「意⾒交換会」の様⼦から

ステージには第一部で講師をお願いした

４⽒（髙橋⽒、林⽒、神⾕⽒、松原⽒）

が登壇

会場参加者は、講演に関する質問や集会テ

ーマに関する意⾒等を⽤意

（発言者の様子）

「発電機の備え」に⾼い関⼼、導⼊事例等

についても紹介がありました

作成する「畜産経営者のための自然災害マ

ニュアル」にも高い関心、普及啓発手法に

ついて、アイデアや要望がありました

予定時間を超過しての議論となりました

（発言者の様子）
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に備える⾼い防災意識の地域もあった

             (岩手県岩泉町）

・優先度は発電機、耐震構造、燃料、⽔など

災訓練を⾏い、唯の組織を有効活⽤して災害

被災経験から地区ごとに防災体制を整え、防

（神谷氏の応答）

（松原氏の応答）

・発電機は東日本大震災の状況をみて既導入

・導⼊後の施設管理や防災訓練が⼤事

・酪農では「⽔」の重要性も忘れないで

・電設改修工事に着手（鶏の環境改善）

・電源供給システムを新たに整備した

・日ごろの人間関係が人的物的支援となった

・条件不利地に災害が多い（畜産主産地も）

・畜産の災害対策は国土保全にも貢献する

（林⽒の応答）

（髙橋氏の応答）
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その他 （セミナー開催後に寄せられた意⾒等「骨子紹介」） 

 

（2 月 21 日までの集約） 

 

◎セミナーの構成等について 

・うまく構成されたセミナーで、⼤変分かり易かったです。髙橋⽒、林⽒の被災状況と対応策、復

旧、今後の備えなどの体験談、この説明の後、神谷氏のアンケート調査結果の説明、これが髙橋

⽒、林⽒の説明を裏付ける内容となっていた。 

・リアリティがある体験談のあとに対策が説明されるスタイルで、大変有意義なセミナーであると

思いました。 

・セミナーでは畜産経営者の⽅々による貴重な体験談から⾒えた課題や、アンケート調査から家畜

の種類・経営形態毎に対策の優先順位が明らかになった。これらは全国共通の課題でもあり、危

機管理マニュアルは災害に備えるものとして、必要性不可⽋なものと改めて感じました。 

 

◎「テーマ」自然災害について 

・東日本大震災（2011年）、熊本地震（2016年）、台風 10 号豪雨（2016年）、⻄⽇本豪⾬（2018

年）など、近年の⽇本はこれまで体験した事の無いような⼤規模な自然災害が⽴て続けに起こっ

ています。これは日本に限ったことではなく、地球規模で異変が起きています。国連は過去 20年

間で大規模な自然災害が急増し、世界各地で甚大な経済的および人的被害が生じていること、そ

の原因は気候変動が大きいことを報告書で述べ、今後このレベルが続けば世界はより住みにくい

場所になると警告しています。このような条件下にあることを踏まえると、畜産経営の安全性、

事業継続の追求、激甚化する自然災害に対する「防災・減災」対策の強化が重要であると考えま

す。 

・畜産物価格の⻑期低迷や飼料・資材価格の⾼騰等が続き、畜産経営者は目の前の経営に追われる

状況の中で、ある程度の資⾦が必要となる災害発⽣を想定した発電機等の整備は、とかく後回し

にされているのが現状と思われます。しかし、体験談でもあったように一旦被害を受けた時の経

済的・精神的な負担等は甚大なものであり、そのことを十分に踏まえた日頃からの準備が強く望

まれる時代になったと思います。 

・2019年の房総半島台風被害では、千葉県内の畜産農家は施設の損壊、⻑期間の停電により家畜や

鶏が斃死などにより大きな被害を受けました。当時の実体験や被害の状況などの報告書を読ませ

ていただき、今でも、大変な状況だった当時のことが思い起こされます。 

・事例発表や意⾒等を聞いて、どの畜産経営にも当てはまるような被災もあれば、経営規模、畜種

によってその度合いに違いがあるような被災もあり、また、地域や⽴地によって被災の確率が異

なると感じた。 
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・地震災害の危険性が高い地域、台風襲来の多い地域、集中豪雨が頻繁に起きる地域、火山活動に

よる降灰等の被害が予想される地域、落雷頻度の⾼い地域など、畜産経営の⽴地によって、被災

の確率は異なってくる。 

・災害対応では「電気」「水」「情報」といったキーワードがあります。私も令和元年の台風に関して

は実体験しており「命の危険」を感じた事は今でも記憶に残っております。やはり「停電」が一番

問題で、東日本大震災の時は「非常用発電機」を設置しておりましたのでご迷惑をお掛けする事

はありませんでしたが、⻑期にわたる停電となると⼤変な対応が必要です。 

・豪⾬、台風、地震、津波による飼育施設や飼育管理者に対する被害は、経営の規模、畜種にかかわ

らず、経営の維持、再建、取引の継続等に対する影響が⼀律に⽣じる。⼀⽅、停電や被雷、断⽔

は、畜種、経営規模、経営形態（ＩＴ化の状況、給⽔⽅法等）によって、被災の影響が多少異なる

ようである。 

・アンケート調査結果を拝⾒しますと、⾃然災害に逢われていない畜産⽣産者の⽅のほうが少ない

状況であり、また、その被害も年々⼤きくなっている様⼦がみられる。災害への備えは経営管理

において必須であることを強く感じました。 

・アンケート調査において、自然災害発生により被災した経営者の被災の内容は、停電（81.2％）、

畜舎の倒壊・損壊（72.1％）、その他畜産施設の倒壊・損壊（52.4％）、断水（42.9％）の順に多

かった。また、全員への質問による有効な防災対策の選択では、自家発電機の設置（65.9％）、燃

料備蓄（40.6％）、耐震・耐暴風雪構造の施設建設（30.4％）、発電機リース体制の整備（25.4％）、

給水確保（14.5％）などが上位を占め、優先度の⾼い防災対策は発電機の設置（79.3％）が第 1

位であった。今回、令和元年台風 15号の被災経験を発表された髙橋⽒、林⽒の両名も、発電機設

置の重要性を強調されており、アンケート結果で発電機の設置が防災対策の最優先事項となった

ことと整合する内容であった。 

（参考） 2011年から 2020年の⾃然災害と停電期間 

自然災害の名称 災害分類 発生期日 停電期間 

2021年福島沖地震 地震（震度６強） 2021年 2 月 13 日 6 時間 

令和 2年 7 月豪雨 豪雨 2020年 7 月 3 日 5 日間 

令和元年台風第 19 号 台風 2019年 10 月 6 日 約 2 週間 

令和元年台風第 15 号 台風 2019年 9 月 5 日 約 3 週間 

令和元年 8 月の前線に伴う大雨 豪雨 2019年 8 月 27 日 最大 15 時間 

北海道胆振東部地震 地震（震度 7 強） 2018年 9 月 6 日 約 1 週間 

⻄⽇本豪⾬ 豪雨 2018年 6 月 28 日 約 1 週間 

⼤阪北部地震 地震（震度 6 弱） 2018年 6 月 18 日 3 時間 

鳥取地震 地震（震度 6 弱） 2016年 10 月 21 日 1 日 

熊本地震 地震（震度 7） 2016年 4 月 14 日 約 1 週間 

東日本大震災 地震（震度 7） 2011年 3 月 11 日 約 1 週間 

（出典︓内閣府「防災情報のページ」掲載資料）より） 
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・国際化が進展し、持続可能な畜産経営の確⽴や経営基盤の⼀層の強化が叫ばれる中で、さらなる

生産性向上や高品質化を促進していくことと合せて、いつ・どこで起こるか分からない自然災害

に対する備えを着実に進めていくことも、足腰の強い畜産経営を育成していくための一つの大き

な課題であると考えます。 

・「情報」について、近隣の停電の復旧作業に関して情報が⼊り乱れていて誤報も実際あり被害が拡

大したケースも聞いております。正しい情報を得る方法を前もって確認しておく事も必要です。

大きな農場であればそれなりに広くお付合いもしている筈ですから、いち早く連絡をする事も良

いかと思います。 

・災害に対峙するには、⼈や組織のつながりが⼤切であり、あらかじめ、市町村役場、畜産物取引業

者、道路管理者、資材・機材販売業者、保険会社などとの協⼒と理解をお願いすることが⼤切かと

思える。 

・⾃助、共助、公助で今最も必要なのが、復旧に向けた公助のスピードであると考えます。今後の要

望活動等に生かしたいと思います。 

・各生産者の方々がご自分達の BCP を作成しておくべきと考えます。（セミナー等を開催しても良

いかと思います。）それと何よりも「命」を守る事です。経営的被害は復興すれば何とかなります

が「命」は一つしかありません。先ずはご自身含め従業員の方々の安否確認がすぐ出来るように

「緊急連絡網」等も作成した⽅が良いかと思います。 

・アンケート調査結果からも経済基盤の脆弱な中小規模経営では、どうしても対応が遅れがちにな

っていることから、まずは⾃然災害に対する意識改⾰を促していく⼀⽅で、損害・共済保険の⼀

層の加入促進や発電機等の整備に対する継続的な支援はもとより、組合や保険会社等と連携した

災害発生時に必要機材を優先的にレンタル会社等から借り受けられるような制度創設も必要では

ないかと感じました。 

・畜産のみならず、災害時にはまずは電源の確保とともに、⽇頃より関係団体や⾏政も含めた関係

者との連携も重要であると感じました。 

・今回の⾃然災害に強い畜産経営の実現調査事業の資料から、⾃家発電機については、稼働時には

機器をフル稼働させ電⼒の確保を⾏うこととなるが、⽣産者の意⾒としては、能⼒に余裕を持つ

ことの必要性を述べられている。ALICの事業では、補助⾦の有効性・効率性・経済性を図るため、

規模決定では起動電⼒が多⼤にならないよう⼀⻫に起動しないことを申し合わせ、最も低廉な機

器の導⼊を求められている。今回の調査事業の意⾒等から、非常⽤電源の導⼊に当っては、機器

の能⼒に余裕を持たせることはできないか ALICにも要請する必要があると感じました。 

 

◎セミナーについて 

・房総半島台風での貴重な体験談や現状の⾃然災害に対する畜産経営者の意⾒等は、非常に参考に

なりました。特に、意⾒交換の中でもありましたが、毎年国内のどこかで地震や集中豪⾬、台風等
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による畜産への被害が発生している中で、改めて畜産経営者や関係者等の自然災害に対する備え

と発⽣後の迅速な対応について、これまで以上に意識レベルを⾼めていく必要があると感じてい

ます。 

・報告された被災直後の体験談は、現場でしか経験できない生の声であり、後々の災害時の対処事

例として活かされる貴重な記録情報であると思いました。 

・生産現場における被災対応の講演におきましては、実際に経験されたなかで「発電機や通信網と

いったインフラへの備え」、「近隣の⽅や関連業者との連携」等の⼤切さが十分に伝わりました。

畜産関係者の皆様にとって貴重な情報を頂きましたこと感謝申し上げます。 

・北海道のワークショップに参加した際も感じたことですが、やはり今の畜産経営には「電⼒」と

「水」の確保は欠かせないものであることを改めて痛感しました。 

・⾃然災害は地震のほかにも地球規模での気候変動によって発⽣の頻度も被害の程度も拡⼤する傾

向にあります。畜産経営は⼤規模化と飼養管理の⾃動化が進んでおり、ひとたび災害に⾒舞われ

ると施設の損壊のみならず飼養管理システムが機能しなくなって家畜・家きんの廃⽤など畜産特

有の 2 次的被害につながります。今回の全国的な調査と、被災された経営体の状況、被災からの

復興、被害に備え、どのように経営を守るか、さらに⾏政を含む外部からの⽀援のあり⽅など多

様な観点から議論が⾏われ、極めて有意義なものであったと思います。 

・今回のセミナーでは、全国どこでも起こりうる「災害」がテーマとなっており、身近に感じる内容

でした。実例を発表し災害に遭われた⽅々がどの様に対処したか、またどの様な問題点・課題点

が有ったか等実務に関する情報が沢山有りました。 

・神谷講師による自然災害の被災内容から、「停電」「畜舎倒壊・損壊」「畜舎施設倒壊・損壊」「断

⽔」「家畜の斃死」「有線・無線の通信回線不通」「道路寸断」の順に、停電の回答数が多い結果と

なっています。被害額からみると、経営体が大型化し自然災害の激甚化と相まって、畜舎倒壊、家

畜の斃死、その他畜産施設の順に 1億以上の被害額となっています。 

・今回のセミナーでは、災害時の様々な⽣産現場の復旧の取組が紹介され、⼤変参考になりました。

私の住む〇〇県は、自然災害による被害が比較的少ない方だと思いますが、自社のリスク対策の

⼀つとして、外部機関による防災コンサルティングを利⽤して、災害に対するもしもの時の対応

を心掛けていきたいと思います。 

・災害に備え、当県でも千葉県からのご指導をいただき、ALICの非常用電源の事業を取り組み、今

年度から 35 養豚経営体が 77台（事業費 238百万円）の導入を計画し、これまでの進捗は 25％

の状況にあります。 
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◎マニュアルについて 

・致命的な電源の喪失については、頻発する⾃然災害の度に被災する確率の⾼いリスクであり、本

調査事業で取りまとめられるマニュアルが、自然災害に強い畜産経営のための共有財産として被

災時の迅速な復旧に役⽴てられることを期待します。 

・「自然災害に強い畜産経営を目指して」の事業の集大成として作成中のマニュアルは、専門書と思

われるほどの内容で相当なボリュームとなっているが、内容は⼤変分かり易く書かれています。 

・⾃然災害危機管理マニュアルの報告は、私たち畜産農家にとりましては、これから、いつ発⽣す

るかも分からない災害に備えた対応策を個⼈個⼈が考えるうえで、⼤変参考になる資料だと思い

ました。 

・２年間にわたり、被災状況や被災された⽅の意⾒等を計数的に取りまとめ、「危機管理マニュアル」

として、今後の災害対応の指針を示されることは、世界有数の災害国である日本の畜産経営にと

って、意義のあることである。 

・それぞれの畜産経営体は、このマニュアルを指針として、⾃らの⽴地と被災の確率を踏まえ、被

災レベルに応じた対策を、⾃らのマニュアルとして作成することが望まれる。例えば、ハザード

マップによって、畜舎や通⾏道路の被災確率が⾼い場合は、あらかじめ警戒レベルに応じて、⼈、

施設・機械、家畜、保険等の対応を決め、万一、被災した場合の経営維持、復旧の⽅策等を講じて

おけば、最⼩限の被災と早期復旧の⾜がかりとなる。 

・世界的に地球温暖化が進み、近年、⽇本各地で巨⼤台風、豪⾬などによる⾃然災害の発⽣頻度が

高まっています。また、大地震による災害も数多く発生しています。災害は何時何処でどのよう

な規模で起こるか分かりません。「備えあれば憂いなし」と⾔われますが、危機管理マニュアルの

整備は、有事の際に冷静沈着且つ迅速な対応の⼀助となる重要なツールになるものと思います。 

・停電時に営農に必要な電気機器を稼働させるには、発電機を用意するだけではだめであり、配電

盤や電⼒会社の商⽤電源との電源切替開閉器を設置しなければいけない。レンタルや地域共⽤の

発電機を借りてきてから、それらの設置工事をするのでは遅すぎる。また、発電機によっては、畜

舎の照明を点灯するのに三相 200Vを単相 100Vに切り替えるスコットトランス （スコット結線

変圧器）の設置が必要な場合もあるようだ。さらに、いざというときに発電機を速やかに作動さ

せるためには、⽇頃の点検に加えて、専門業者による年次点検・メンテナンス（消耗品の定期交換

含む）が必要なことなど、より踏み込んだ内容もマニュアルに記載したほうが良いと感じました。 

・既知のことと思うが、北海道農政部が平成 31 年 2 ⽉に作成した「災害における酪農危機管理対

策マニュアル －停電・断⽔対策を中⼼に－」が参考になるので、その内容を引⽤しても良いの

ではないかと考える。 

・例として報告された酪農業における畜産版 BCPの整理は、ポイントを捉えた上で他の畜種を含め

て活用できる情報と思います。今回の一連の調査結果につきましては、畜産生産者様のサポート

につながる有益な情報として共有させて頂くとともに、飼料業界としての備えにおいて参考にし

て参りたいと存じます。 
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・経営継続計画については、各経営体が取り組む必要性を強く感じました。 

・危機管理マニュアルの概要では、事業継続計画（BCP）にまで踏み込んだ内容を提示され、被災後

の経営の指針としても有効活用されることを望んでいます。このマニュアルを参考に、多くの畜

産経営者の皆様が、それぞれの経営体に則したマニュアルとして工夫を加え、従業員等全ての農

場関係者が共有できる簡潔で分かり易いマニュアルとして整備され、緊急時には迅速に活⽤でき

るものにしていただきたいと思います。 

・事業継続計画（BCP）については、マニュアルの概要版を作成しても難しいと思います。また、地

域ごとに説明会を開催し、更に地域の核となる組織が現地で指導する必要があると思います。 

・松原講師の講演では、畜産経営体の災害対策、災害対策⽀援のための制度などもマニュアルに盛

り込まれているようで、これらの制度が経営体の持続可能な⽀援につながることを祈ってやみま

せん。 

・マニュアルは作って終わりではなく、出来たマニュアルに沿った定期的な訓練を通じ、PDCA サ

イクル（計画→実⾏→評価→改善）により、点検と改善を繰り返すことが重要ではないでしょう

か。 

 

◎その他 

・今回の調査結果を基に、今後実体験的（疾病等も）な話を発信し対応策を考える普及啓発が出来

れば有難いです。 

・2 か年に亘り⾃然災害に強い畜産経営の実現調査事業で、貴重な体験談を語られた畜産経営者や

メーカーの皆様、アンケート調査の分析、マニュアル作成等にご尽⼒頂いた全⽇畜関係者の皆様

に深謝いたします。 

・調査結果等の分析を下に、⽇常の準備、災害発⽣直後の初動対応、災害発⽣後の対応、罹災証明書

など災害時・災害後の対応方法等をとりまとめた「畜産経営者のための⾃然災害危機管理マニュ

アル」は、その調査の成果が関係方面に広く普及し畜産経営体全体の活性化、振興につながるも

のと思います。 

・全国各地で様々な震災を経験しており、その経験が都度⽣かされているとは思いますが、それで

も、自家発電機の常備等、まだまだ地域差があると感じています。やはり国や各種団体の補助を

強化するとともに。発電機メーカーへの働きかけも必要ではないでしょうか。その一助を全日畜

として担っていくことも検討出来ればと思います。「備えあれば憂いなし」この一言に尽きると思

います。 

 

（北海道から九州までの多くのみなさまからご意⾒等を寄せていただきました。 

ありがとうございます。） 
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